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大規模小売店舗立地法に基づく新設届出件数（全国）

【全国】新設届出件数の推移（年度別）

新設届件数は、リーマンショックの後の平成２１年度を底に回復基調にあったが、近年では平成２４年度をピークに減少、こ
こ数年は５００台で推移。

平成12年度については6月からのデータ 令和元年度については11月までのデータ

H21

資料1，2（補足）
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福島県における大規模小売店舗立地法 届出件数の推移

法第5条1項

（新設）

法第6条第2項

（変更）

法附則第5条第1項

（変更）

令和２年１月１５日現在

（単位：件）
H18

新設届件数は、ピークが平成18年度、平成27年を底に、近年上昇傾向から下降傾向となっている。

資料1，2（補足）
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業態別新設届出件数

食品スーパー ショッピングセンター ホームセンター ドラッグストア

令和２年１月１５日現在

百貨店 スーパー
食品スー
パー

ショッピン
グセンター

ホームセン
ター

ドラッグス
トア

専門店等
合
計

23 0 1 5 0 0 1 0 7

24 0 0 2 1 3 2 3 11

25 0 0 4 1 1 2 3 11

26 0 0 0 1 1 0 2 4

27 0 0 0 0 0 2 0 2

28 0 0 2 2 3 3 0 10

29 0 1 2 3 1 0 3 10

30 0 0 2 0 1 3 1 7

元 0 0 0 0 0 1 1 2

計 0 2 17 8 10 14 13 64

上位の業態を抽出

○スーパー
セルフサービス方式での小売り。衣料品や生活用品な
ども扱う。総合スーパー（GMS)含む。

○食品スーパー
主として食料品を扱う。

○ショッピングセンター
複数の小売業者が集まる。
飲食・サービス・アミューズメントなども配置。

○専門店
家具、家電、衣料品など、特定の分野にウェイトがあ
るもの。

資料1，2（補足）
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福島県における大規模小売店舗立地法 届出件数の推移
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